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基部からの逸散減衰の影響を含む高架橋模型の振動実験とその解析
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In this research, we examine the reproducibility of the actual dynamic behavior of the simple

viaduct model with the pseudo-ground by the dynamic response analysis. First, we conduct

the vibration test of the pier and superstructure member, and the movable bearing. Second, we

identify the damping property from the experimental results. Third, we construct the numerical

model according to the test model so as to reproduce the natural frequency and the damping

property of the viaduct model. Finally, we try to reproduce the vibrational behavior with the

pseudo-ground by the dynamic response analysis of the numerical model which is constructed

on the basis of the finite element method with the rotational spring and dashpot at the pier

base. As a result, the dynamic behavior of the viaduct model is successfully reproduced by

the numerical model under the earthquake excitation rather than another numerical model

considering Rayleigh damping matrix.
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1. はじめに

橋梁の耐震設計などに際しては，一般に，地震など

外的作用を受ける橋梁の動的応答を，数値解析手法を

用いて求めることが必要となる．その際，実際の橋梁

構造物に存在する減衰要因を適切に考慮する必要があ

り，特に，橋脚基部から地盤へのエネルギー逸散も橋

梁の振動に大きく影響を及ぼすと考えられる．

橋梁の減衰に関する先駆的研究として，ボルトの摩

擦減衰などを定性的に調べた研究1)があり，また，種々

の既存橋梁の振動実験データが整理され，減衰定数に

関しても貴重なデータが提示されている2)−4)．これら

のデータは，同形式の橋梁構造物の動的応答解析に用

いられる減衰定数の設定に際して参考とされている．

さらに，斜張橋などの振動実験の結果から種々の減

衰要因を分析し減衰エネルギーに着目して，モード減

衰定数などを検討した研究5)−7)がある．また，各種橋

梁や模型の振動実験の結果とその動的応答解析結果を，

減衰性状に着目して比較した研究8)−11)などが数多く

なされてきている．

橋脚基部からの逸散減衰に着目した既往の研究とし

ては，橋脚基礎の逸散減衰に着目して，剛体基礎を有す

る橋脚-基礎地盤系に対して，約 1000ケースにも及ぶ
パラメトリック解析を行い，その結果から地下逸散減

衰比の簡易推定式を提案した研究12)がある．また，地

盤－基礎－橋脚系に対して，等価ばねと等価入力とい

う考え方を導入し，橋梁上部構造の基本周期と減衰定

数を推定した研究13),14)がある．さらに，おもに数値解

析的見地から広範な研究15)−18)が数多くなされている．

しかしながら，現状の耐震解析では，道路橋示方書，

V 耐震設計編19)に示される橋梁を構成する部材の減

衰定数の参考値を解析モデルに導入し，ひずみエネル

ギー比例減衰法により各振動モードの減衰定数を算出

し，レーリー減衰マトリックスを用いて動的応答解析を

行うのが一般的20),21)である．この結果は地盤による逸

散減衰や，橋梁を構成する部材の減衰を平均的に粘性

減衰として取込んでいるため，実構造物の減衰性状を

どの程度再現しているのかは必ずしも明らかではない．

一方，動的応答解析時において一般的に用いられる

減衰マトリックスの設定法や種々の減衰マトリックス

を設定した場合の動的応答性状の違いについても広範

な研究22)−26)がなされている．

以上のように橋脚－基礎地盤系の減衰に関する研究，

あるいは，動的応答解析時の減衰マトリックスの設定
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表–1 高架橋模型各部材の断面諸元，材料特性

部材 寸法 単位体積重量 弾性係数 せん断弾性係数

mm kN/m3 GN/m2 GN/m2

固定側橋脚 11.75×19.92 75.93 203.27 78.18
上部構造 15.62×37.47 76.89 207.73 79.51

可動側橋脚（H鋼） 100.05×50.39×6.62×5.00 78.10 204.58 78.68
固定側橋脚上鋼板 125.33×99.47×8.57 76.22 - -
可動側橋脚上鋼板 125.26×100.21×8.53 76.00 - -
固定側橋脚下鋼板 300.25×300.90×8.95 73.34 - -
可動側橋脚下鋼板 300.00×300.37×8.90 76.31 - -
片持ち柱下鋼板 232.34×300.81×15.96 74.94 - -

法に関する広範な研究がなされているが，基礎地盤の

逸散減衰による影響をも考慮した実験結果を，動的応

答解析により再現しようと試みた研究はあまり行われ

ていない．

そこで本研究では，著者らの研究27)を発展させ，橋

脚基部に模擬的な地盤を考慮した簡易な高架橋模型の

振動実験を行った．そして，その振動挙動を再現するた

めに，高架橋模型に存在する減衰要因をできるだけ正

確に組込んだ解析モデルの時刻歴応答解析を行い，実

験結果の再現性を検討した．また，耐震設計などで一

般的に用いられるレーリー減衰を用いた時刻歴応答解

析も行い，実験結果および前者の解析結果との比較検

討を行った．

2. 振動実験

2.1 実験の概要

実験に用いた高架橋模型は図–1に示すように，矩形
断面およびH 型断面の橋脚部材，固定支承および可動
支承，上部構造部材から構成される．振動実験で用い

た高架橋模型の固有振動数あるいは減衰性状を，数値

解析モデルにより再現するためには，まず，模型各部材

の構造特性および材料特性を把握する必要がある．そ

こで，それぞれの部材の寸法や重量を正確に計測する

とともに，橋脚に用いた鋼材の引張試験を実施して弾

性係数を求めた．ただし，橋脚頂部および基部に配置

した鋼板については寸法と重量のみを測定した．それ

らの諸量を表–1に示す．

また，本研究では，図–1に示すように高架橋模型の
固定支承側橋脚において，振動台と下鋼板の間に厚さ

9mmのポリエチレン製の発泡クッション材を挿入する
ことによって，逸散減衰が生じる直接基礎形式の地盤

を模擬している．

以上のような特性を持つ高架橋模型を対象として，自

由振動実験および振動台による強制振動実験を行った．

自由振動実験では，橋脚天端を手動で橋軸方向に水平
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図–1 高架橋模型
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図–2 可動支承の荷重と変位の関係

加振し，その後，自由振動中に図–1に示す橋脚基部の
位置でひずみを測定した．強制振動実験では，地震波

の加速度データを振動台に入力して高架橋模型を橋軸

方向に加振し，このときの橋脚基部のひずみを測定し

た．なお，強制振動実験時において，実地震波として

入力したデータは，兵庫県南部地震の JMA神戸記録
波を調整したものと，釧路沖地震の JMA釧路記録波
を調整したものの 2波である．
以下で説明する高架橋模型の自由振動実験，強制振

動実験および橋脚部材，上部構造部材の要素実験は，模

擬的地盤を考慮した場合も含めて 2，3回行い，得られ
た挙動の代表的な結果を示している．しかし，いずれ

も場合も，2，3回の実験結果はほぼ同じ挙動を示すこ
とを確認している．
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図–3 橋脚部材の減衰性状

2.2 要素試験

高架橋模型の振動実験に先立って，橋脚部材，上部

構造部材，可動支承の減衰性状を把握するため要素試

験を行った．

最初に，可動支承部の動摩擦係数を求めるために可

動支承部のみの加振実験を行った．上部構造による反

力に対応させた重りを載せて可動支承を振動台に固定

し，正弦波を可動支承に与え，そのときの摩擦力から，

動摩擦係数を求めた．このときの加振振動数は，高架

橋模型の 1次固有振動数にほぼ等しい 5Hz，振幅は約
5mmとした．実験で得られた荷重と変位の関係の一例
を図–2に示す．この図の復元力曲線の荷重軸との交点
の荷重から摩擦力を算定し，それを重りの重さで除し

て動摩擦係数 0.0087 を得た．

次に，固定支承側の橋脚部材および上部構造と同じ

断面を有する鋼材を片持ち柱とした状態で自由振動実

験を行った．ただし，基部からの逸散減衰が極力起こ

らないように基部を強固にボルト固定した状態で実験

を行った．まず，片持ち柱頂部の水平方向に瞬間的な

外力を与え，その後，減衰自由振動状態で橋脚基部付

近のひずみをひずみゲージにより測定した．この実験

で得られた橋脚部材のひずみ波形の自由振動曲線を図

–3に示す．また，図–3の下段には対応するひずみ振幅
と振動波数の関係も示している．ひずみ振幅と振動波

数の関係の傾きから減衰定数が求められるが，ひずみ

振幅が 200µ付近の傾きを代表値として，橋脚部材の

減衰定数を算定した．上部構造部材についても，同様

の方法によりその減衰定数を算定した．得られた減衰

定数を表–2に示す．なお，参考のためにそれぞれの部
材を片持ち柱とした場合の固有振動数も同表に示して

いる．

表–2 構成部材の減衰定数

部材 減衰定数 固有振動数 (Hz)
橋脚部材 0.001001 17.82

上部構造部材 0.000902 51.51

Rotational
spring

Rotational
dashpot

図–4 高架橋模型の解析モデル
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図–5 支承部の詳細

3. 数値解析

3.1 概要

高架橋模型の固有値解析および時刻歴応答解析に当

たっては，橋脚と上部構造を有限要素法に基づく 2次
元のはり要素とし，図–4に示すようにモデル化してい
る．解析モデルの構築に際しては，表–1に示すような
断面諸量や材料特性をできるだけ正確に考慮した．た

だし，可動支承の基部を固定とし，固定支承側橋脚に

比して十分剛なH型断面橋脚は解析対象としていない．

支承部分は，図–5のように，上沓，下沓，基部の 3
つの要素に分けられるので，それに従ってモデル化し

た．つまり，図–4に示すように固定支承は要素番号 19，
21，22，可動支承は要素番号 36，38，40にそれぞれ対
応している．支承のヒンジ部（要素番号 20，37），お
よび可動部（要素番号 39）にも水平，鉛直，回転のば
ね要素を設定し，それぞれの境界条件を満たすように，

固定条件に対しては比較的大きい値，自由の条件に対

しては比較的小さい値のばね定数を考慮している．ま

た，橋脚基部に回転ばねと回転ダッシュポットを組込

み，そのばね定数と減衰係数を同定して橋脚基部の模

擬的な地盤の影響を考慮する．

なお，時刻歴応答解析には，Newmarkの β法（β =
1/4）を用い積分時間間隔は 0.001秒とした．
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3.2 減衰のモデル化

本研究では，高架橋模型のモデル化に当たって，以

下のような 2種類の異なる方法で減衰をモデル化して
いる．

1つ目の方法では，鋼材の材料内部減衰に起因する粘
性減衰を，振動次数が高くなるほど減衰定数が大きく

なるという知見を得た既往の研究28)を参考にして，剛

性比例型の減衰マトリックスとして以下のような方法

で作成する．

この場合，固定支承側橋脚の減衰マトリックス Cp

は，片持ち柱とした橋脚部材の 1次振動モードの減衰
定数 hp，固有円振動数 ωp，そして橋脚部材の剛性マト

リックスKp から，以下のように求められる．

Cp =
2hp

ωp
Kp (1)

一方，上部構造部材の減衰マトリックス Cs も橋脚部

材と同様に，片持ち柱とした上部構造部材の１次振動

モードの減衰定数 hs，固有円振動数 ωs，そして上部構

造部材の剛性マトリックスKs から，同様に以下のよ

うに示される．

Cs =
2hs

ωs
Ks (2)

この 2つの減衰マトリックスを構造全体系に組込むこ
とにより，本方法による減衰マトリックスは以下のよ

うな構成となる．

Cg =


Cs 0 0 0
0 Cb 0 0
0 0 Cp 0
0 0 0 Cf

 (3)

ここで，Cbは支承部分の減衰マトリックスであり，必

要に応じて減衰係数を配置すればよいが，本研究では

支承部分の減衰は無視している．なお，式 (3)では，各
減衰要因の共有節点での連成項は省略している．

また，可動支承部には，動摩擦試験より得られた動

摩擦係数に対応する剛塑性型の摩擦要素を解析モデル

に組込んでいる．さらに，前述のように図–4の節点番
号 35に回転ばねと回転ダッシュポットを考慮し，基部
からの逸散減衰を再現する．この減衰項は式 (3)中の
Cf に対応する．なお，回転ばねのばね定数と回転ダッ

シュポットの減衰係数の算定方法は後述する．

もう 1つの方法では，耐震設計法などで一般的に用
いられるレーリー減衰マトリックスにより高架橋模型

の減衰性状を考慮する．この場合，橋脚部材，上部構造

部材の要素減衰定数はそれぞれの部材の要素試験で求

められた減衰定数を用いる．一方，橋脚基部に考慮する

回転ダッシュポットに相当する減衰定数は以下のような

手順により算定する．つまり，減衰要因として，同定さ

れた減衰係数をもつ橋脚基部の回転ダッシュポットのみ
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図–6 ひずみエネルギー比例減衰法により求めたモード減衰
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図–7 重り付き橋脚模型

を考慮した高架橋の解析モデルを用いて，自由振動状

態を再現した場合に求められる減衰定数とした．結果

的に回転ダッシュポットに起因する減衰定数は 0.00946
と求められた．

これらの要素減衰定数を用い，ひずみエネルギー比

例減衰法によって各振動モードの減衰定数を算出した．

そして，高架橋模型の橋軸方向振動が卓越する 2つの
振動モードの固有振動数およびその減衰定数を用いて

レーリー減衰マトリックスを構成した．後述する同定

値を用いて上記の手順で求められる各振動モードの減

衰定数を表–3に示す．ここでは，橋脚の曲げ振動が卓
越する 1次と 4次の振動モードを選択した．また，ひず
みエネルギー比例減衰法に基づいて求めた各振動モー

ドの減衰定数の関係および設定したレーリー減衰マト

リックスによるその関係を図–6に示す．図中のマーク
がひずみエネルギー比例減衰法により求められた各振

動モードの減衰定数であり．実線が設定されたレーリー

減衰を表している．ただし，レーリー減衰を用いる場

合には，一般的な可動・固定橋梁での方法と同様に可

動支承部の摩擦減衰の影響は考慮していない．
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表–3 ひずみエネルギー比例減衰法により求めたモード減衰定数

モード次数 固有振動数 (Hz) 減衰定数 卓越振動モード

1 5.268 1.431×10−3 橋脚曲げ 1次
2 15.153 0.902×10−3 上部構造曲げ 1次
3 64.504 0.902×10−3 上部構造曲げ 2次
4 122.750 1.403×10−3 橋脚曲げ 2次
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図–8-a 橋脚基部を固定
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図–8-b 模擬的地盤を考慮

図–8 ひずみ振幅と振動波数の関係（重り付き橋脚）

4. 実験結果と解析結果

4.1 橋脚基部の回転ダッシュポットの減衰係数，回転

ばねのばね定数の同定

最初に，図–7のように上部構造に対応した重りを載
せた橋脚模型を対象として，橋脚基部を固定とした場

合と，橋脚基部に模擬的な地盤を考慮した場合の 2ケー
スについて，橋脚基部に組込んだ回転ばねのばね定数

と回転ダッシュポットの減衰係数を同定した．

自由振動実験と強制振動実験時の回転ばねのばね定

数および回転ダッシュポットの減衰係数は，橋脚頂部

に作用する重量，橋脚基部の固定度を変えない限り同

じであると考えられる．しかし，それらの値は，模擬地

盤の設置状況に応じて変化すると考えられたため，以

下の方法で同定した．

1. 回転ばねのばね定数は，上部構造に対応した重り
を載せた橋脚模型の解析モデルの固有値解析から

得られた 1次固有振動数が，橋脚模型の実験で得
られる 1次固有振動数と一致するように値を設定
した．

2. 回転ダッシュポットの減衰係数は，同じ解析モデ
ルの自由振動状態の減衰性状が，橋脚模型の実験

で得られる減衰自由振動曲線を再現するような値

とした．

このような手順において，重り付き橋脚模型の自由振

動実験で得られたひずみ波形のひずみ振幅と振動波数

の関係を図–8に示す．もちろん，模擬地盤を考慮した
場合のほうが減衰は大きい．また，減衰係数の同定値

を有する回転ダッシュポットを考慮した時刻歴応答解

析結果から得られたひずみ振幅と振動波数の関係も同

図に描いているが，橋脚部材の材料内部減衰に加えて，

模擬的な地盤での逸散減衰の影響も良好に考慮できて

いることがわかる．この場合，橋脚基部を固定とした

場合の減衰定数は 0.00137，橋脚基部に模擬的な地盤を
考慮した場合の減衰定数は 0.00413となった．
以上の方法で得られた，固定支承側橋脚模型基部に模

擬的な地盤を設置したときの回転ダッシュポットの減衰

係数は 0.157kNms，回転ばねのばね定数は 57.33kNm
となり，基部を固定したときの回転ダッシュポットの減

衰係数は 1.911kNms，回転ばねのばね定数は411.6kNm
となった．模擬的な地盤の影響を考慮した場合の方が，

基部を固定とした場合よりも回転ばねのばね定数は小

さいが，後者の場合でも完全な固定ではなく，結果的

にわずかに逸散減衰の影響の認められる．これは，橋

脚頂部の重りが橋脚基部の固定度に影響したためと考

えられる．

4.2 高架橋模型の自由振動実験

上述の要素試験および重りを載せた橋脚模型の振動

実験により，橋脚部材，上部構造部材の材料内部減衰，

可動支承部の摩擦減衰に加えて，橋脚基部の模擬的な

地盤の影響による逸散減衰に関係する減衰パラメータ

が同定された．そこで以下では，これらから構成され

る高架橋模型の振動実験結果と解析結果を比較する．

まず，固定支承側の橋脚基部に模擬的な地盤を設置

した高架橋模型の自由振動実験によって得られた，橋脚

基部のひずみ波形を図–9（上段）に示す．また，材料
内部減衰を剛性比例型として考慮し，可動支承部の摩

擦減衰を組込み，橋脚基部の回転ばね，ダッシュポット

に，それぞれ重り付き橋脚模型の実験から同定した値

を考慮した解析結果（Analysis1）を図–9（中段）に示
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図–9 自由振動実験によるひずみ振動波形

す．これに対して，図–9（下段）にはレーリー減衰を
用いた解析結果（Analysis2）を示している．図–9（上
段）と図–9（中段）の自由振動波形を比較すると，粘
性減衰と摩擦減衰の両者を合せ，さらに回転ダッシュ

ポットの減衰係数を同定したことにより，減衰性状は

平均的には一致していると考えられる．

一方，レーリー減衰を用いた解析による自由振動波

形は，実験結果と比べ減衰が小さい結果となった．こ

の理由は，ここで設定したレーリー減衰では，図–6に
示すように 1次～4次振動モードのモード減衰定数を
良好に再現しているが，レーリー減衰のみでは表すこ

とができない可動支承の摩擦減衰を考慮していないた

めであると考えられる．

4.3 高架橋模型の強制振動実験

次に，高架橋模型の強制振動実験を行った．入力地

震波は，兵庫県南部地震の JMA神戸記録波を調整し
たものと，釧路沖地震の JMA釧路記録波を調整した
ものである．それらの加速度記録を図–10に示す．

まず，JMA神戸記録波で加振した際に得られた橋脚
基部のひずみの振動波形を図–11（上段）に示す．Anal-
ysis1による解析結果を図–11（中段）に，レーリー減
衰を用いたAnalysis2による解析結果を図–11（下段）
に示している．また，図–12には，対応する FFT解析
結果を示している．摩擦減衰を含めた減衰要因に基づ

く Analysis1の解析結果は，実験結果に比較して減衰
が大きく，そのフーリエスペクトルのピークの値も実
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図–10-a JMA神戸記録
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図–10-b JMA釧路記録

図–10 強制振動実験に用いた入力地震動
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図–11 ひずみ振動波形（JMA神戸記録）

験結果のそれより小さくなっているが，時刻歴波形お

よびフーリエスペクトルの周波数特性も実験結果をあ

る程度再現していると言える．

これに対して，レーリー減衰を用いた Analysis2の
解析結果は，実験結果の最大応答値以降の時刻歴波形

が大きく異なり，また，フーリエスペクトルのピーク

値も実験結果より非常に大きい．この理由は，自由振

動実験の場合と同様，摩擦減衰の影響を考慮してない

ことによると考えられる．

一方，JMA釧路記録波で加振した際に得られた橋脚
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図–12 ひずみ振動波形の FFT（JMA神戸記録）
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図–13 ひずみ振動波形（JMA釧路記録）

基部のひずみの振動波形を図–13（上段）に，Analysis1
による解析結果を図–13（中段）に，レーリー減衰を
用いた Analysis2による解析結果を図–13（下段）に
示す．また，対応する FFT解析結果を図–14に示して
いる．

JMA釧路記録波による結果においても，図–13（下
段）に示したレーリー減衰を用いた Analysis2による
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図–14 ひずみ振動波形の FFT（JMA釧路記録）

解析結果は，図–13（上段）に示した実験結果と比較し
て，35秒以降の時刻歴波形の振幅が非常に大きくなって
いる．また，それぞれのフーリエスペクトル（図–14）
を比較すると，ピークを示す振動数がわずかに異なり，

ピーク値は大きく異なる．この理由も，可動支承の摩

擦減衰の影響がレーリー減衰を用いた場合には考慮さ

れていないためであると言える．

これに対して，減衰要因に基づく Analysis1の解析
結果では，図–13に示す時刻歴波形の振幅が実験の場
合よりも小さく，図–14に示すフーリエスペクトルの
ピーク値の値も小さい．この理由は，高架橋模型に設

置した可動支承の動摩擦係数が，可動支承部のみの要

素試験から算定した動摩擦係数と幾分異なるためであ

ると考えられる．しかし，減衰要因に基づくAnalysis1
の方がレーリー減衰の基づく Analysis2よりも，実験
結果の再現性はよいと言える．

ここで，JMA釧路記録波を受ける高架橋模型の可動
支承部の橋軸方向変位を図–15に示す．この図からも，
やはりレーリー減衰を用いた Analysis2の解析結果で
は，可動支承部の橋軸方向変位が大きく，また，摩擦

減衰を考慮してないために，実験結果よりも時刻歴波

形の振幅が大きくなったものと言える．これに対して，

減衰要因に基づくAnalysis1の解析結果では，逆に，摩
擦減衰の影響が幾分大き過ぎたために，振動振幅が抑

えられ，実験結果よりも応答が小さくなったものと考

えられる．
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図–15 可動支承部の橋軸方向水平変位の振動波形（JMA釧

路記録）

5. まとめ

本研究では，橋脚基部に模擬的な地盤の影響を考慮

した簡易な高架橋模型を対象として，自由振動実験お

よび振動台を用いた強制振動実験を行った．また，橋

脚と上部構造を有限要素法に基づく 2次元のはり要素
でモデル化し，要素試験により同定した主な減衰要因

を組込んだ解析モデルを用いて時刻歴応答解析を行い，

実験結果の再現を試みた．さらに，耐震設計などで一

般的に用いられるレーリー減衰を用いた解析結果を実

験結果と比較した．

まず，高架橋模型を構成する橋脚部材および上部構

造部材の材料内部減衰に基づく粘性減衰は，片持ち柱

とした同じ部材の自由振動実験より同定し，剛性比例

型の減衰マトリックスにより考慮した．

また，可動支承の摩擦減衰は，可動支承部のみの振

動実験により動摩擦係数を算定し，その摩擦係数に対

応した剛塑性型の摩擦要素としてモデル化した．

一方，模擬的な地盤を挿入したことによる逸散減衰

は，橋脚基部の回転ダッシュポットとしてモデル化し，

上部構造の重量に相当する重りを載せた橋脚模型の自

由振動実験により，その減衰係数を同定した．

その結果，これらの減衰要因を組込んだ解析モデル

による高架橋模型の時刻歴応答解析結果は，耐震設計

などで一般的なレーリー減衰を用いた解析結果よりも，

実験結果を良好に再現することが確認された．

本研究で用いた個々の減衰要因を考慮した解析手法

を一般化するためには，実際の高架橋を構成する部材

の材料内部減衰，支承部の減衰および基礎地盤部にお

ける減衰などに関する広範なデータの蓄積が必要であ

る．しかし，これらのデータが蓄積されれば，一般的

なレーリー減衰を用いた方法よりも，直接基礎形式を

有する高架橋の減衰性状を精度よく表すことができる

可能性がある．なお，レーリー減衰は構造全体系の減

衰性状を粘性減衰により平均的に表すものであること

から，レーリー減衰を用いる場合に，摩擦減衰の影響

をも考慮するのは減衰の考え方として矛盾があると考

えられる．
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